農業経営改善計画認定申請書共同申請の場合は、申請者欄の各欄に全員の氏名、フリガナ、生年月日を連記。

記入例



令和２年○月×日

	以下の水準となるように目標を設定してください。
主たる従事者１人あたりの
「農業所得」が概ね５００万円程度
「労働時間」が２，０００時間程度

但し、農業経営規模の拡大面積に即した、実現可能な目標とすること。



朝日村長 殿

長野県知事 殿

関東農政局長 殿

農林水産大臣 殿



申請者
住所
朝日村大字〇〇〇　××番地
連絡先
〇〇－〇〇〇〇

フリガナ
アサヒ　タロウ
フリガナ


個人・法人名
[bookmark: _GoBack]朝日　太郎　　　　　　　　　
代表者氏名
（法人のみ）


生年月日・法人設立年月日

法人番号




農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１２条第１項の規定に基づき、次の農業経営改善計画の認定を申請します。行が足りなければ、追行。
以下の項目も同様。

作付面積の合計を枠外に記載。
上段年間所得＝主たる従事者全員の所得の合計
１人当たりの所得＝実際に支払われている報酬
５年後の主たる従事者の人数を記載。

	農  業  経  営  改  善  計  画目標は５年後年を記載
令和２年であれば、令和７年
以下の項目も同様に記載。


	①農業経営体の営農活動の現状及び目標

	（１）営農類型

	現	状上段の年間労働時間は２枚目｢(参考)　経営の構成」欄の主たる従事者の年間農業従事時間の合計時間を記載（主たる従事者１人当たりの年間労働時間はその平均時間を記載）※塗りつぶし箇所

	目標（令和７	年）

	□稲作 □麦類作 □雑穀・いも類・豆類 □工芸農作物 □露地野菜
□施設野菜 □果樹類 □花き・花木 □その他の作物（	）
□酪 農 □肉用牛 □養 豚 □養 鶏 □養 蚕 □その他の畜産（　　　　　）
	
□複合経営
	□稲作 □麦類作 □雑穀・いも類・豆類 □工芸農作物 □露地野菜
□施設野菜 □果樹類 □花き・花木 □その他の作物（	）
□酪 農 □肉用牛 □養 豚 □養 鶏 □養 蚕 □その他の畜産（　　　　　）
	
□複合経営

	（２）農業経営の現状及びその改善に関する目標

	
	現状
	目標（令和７年）
	
	現状
	目標（令和７年）
	
主たる従事者の人数
	

3人

	年間所得
	1050万円
	1500万円
	年間労働時間
	
６８００時間
	
６０００時間
	
	

	
	主たる従事者１人当たりの年間所得
	350万円
	500万円
	
	主たる従事者１人当たりの年間労働時間
	
２２６６時間
	
２０００時間
	
	

	②農業経営の規模拡大に関する現状及び目標

	（１）生産
	（２）農畜産物の加工・販売その他の関連・附帯事業（売上げ）

	
作目・部門名
（耕	種）
	現	状
	目標（令和７年）
	
作目・部門名
（畜　　産）
	現	状
	目標（　　年）
	

	
	作付面積(a)
	
生産量
	作付面積(a)
	
生産量
	
	飼養頭数
（頭、羽）
	
生産量
	飼養頭数
（頭、羽）
	
生産量
	事 業 内 容
	　現　　状
	目 標（令和７年）

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	小売業
	100万円
	150万円

	レタス
	250
	1000ケース
	300
	1200ケース
	
	
	
	
	
	
	万円
	万円

	サニーレタス
	
	
	150
	700ケース
	
	
	
	
	
	
	万円
	万円

	キャベツ
	50
	100ケース
	50
	100ケース
	
	
	
	
	
	
	万円
	万円

	合計
	300
	―
	500
	―
	
	
	
	
	
	
	
	



	記入例

	（３）農用地及び農業生産施設

	ア農用地
	イ農業生産施設

	
区	分
	所在地
	
地目
	
現 状(a)
	
目標（令和７年） (a)
	
種 別
	所在地
	規	模

	
	都道府県名
	市町村名
	
	
	
	
	都道府県名
	市町村名
	現 状
	目標（令和７年）

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	棟
	㎡
	棟
	㎡

	
所有地
	長野県
	朝日村
	畑
	200
	250
	ビニールハウス
	長野県
	朝日村
	2
	200
	3
	300

	
	
	
	
	
	
	格納庫
	長野県
	朝日村
	2
	100
	2
	100

	
借入地
	長野県
	松本市
	畑
	10
	30
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経 営 面 積 合 計
	210
	280
	経 営 面 積 合 計「その他」には特定作業受託を受託する農地を記載。
無ければ記載不要。

	4
	300
	5
	400

	③生産方式の合理化に関する現状と目標・措置
	④経営管理の合理化に関する現状と目標・措置

	
・10～15aの圃場が中心となり、農地が散在しているため、散在地の集積化に努め、作業の効率化を図る。
・機械の大型化を行い、作業の効率化を図る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・等
	・パソコンでの経営分析複式簿記基調や、青色申告の実施によって、経営管理を強化する。
・各種研修会への参加を行っていく。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・等

	⑤農業従事の態様の改善に関する現状と目標・措置
	⑥その他の農業経営の改善に関する現状と目標・措置

	・家族経営協定の締結により、休日、給与等を明確にしていく
・繁忙期は休日が取れない為、アルバイトを雇用するなどして、休日が取れるようにしていく
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・等
	・認定制度を利用し、農業委員会、JA等の斡旋指導による農用地の利用集積を行う。
・利用権の設定を積極的に進め、規模拡大に努める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・等


「農業用生産施設」
畜舎、蚕室、ハウス、温室その他これらに類する農畜産物の生産の用に供する施設を記載。

（参考）経営の構成
	（１）構成員・役員
	（２） 雇 用 者1枚目の
「(2)農業経営の現状及びその改善に関する目標」
と〇の数を合わせる。


	
氏	名
(法人経営にあっては役員の氏名）
	
年齢
	
性別
	
代表者との続柄(法人経営にあっては役職)
	現	状
	見通し（令和７年）
	常時雇（年間）
	実 人 数
	現状
	2人
	見通し
	2人

	
	
	
	
	
担当業務
	
主たる従事者
	年間農業従事時間
	
担当業務
	
主たる従事者
	年間農業従事時間
	
臨時雇（年間）
	実 人 数
	現状
	3人
	見通し
	5人

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	延べ人数
	現状
	450人
	見通し
	750人

	朝日　太郎
	50
	男
	（代表者）
	作業全般
技術・経営
	○
	２４００
	作業全般
技術・経営
	〇
	２０００
	延べ人数
「実人数×日数」
※３人を150日なら、450人
　３人を100日なら、300人


	朝日　一子
	45

	女
	配偶者
	作業全般
	○
	２４００
	作業全般
	〇
	２０００
	

	朝日　花子
	21
	女
	子
	作業全般
	○
	２０００
	作業全般
	〇
	２０００
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



記入例
（別紙）生産方式の合理化に係る農業用機械等の取得計画
	農業用機械等の名称
	数量

	トラクター(２０ｐｓ)
	１台

	ブームスプレーヤ　(８００ℓ)
	1台更新

	２ｔトラック
	１台

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	



備考要確認
更新・購入する予定の物のみ記載。
備品等も記載。

購入予定の機械等の性能・能力等が決まっている場合はその値を記載。


「農業用機械等の名称」欄には、生産方式の合理化のために、取得する予定の農業用の機械及び装置、器具及び備品、建物及びその附属設備、構築物並びにソフトウェア等を記載する。
（②「（３）農用地及び農業生産施設」に記載しているものは記載不要。）



（様式第１号：個人情報の取扱同意）

農業経営改善計画の認定に係る個人情報の取扱いについて

	以下の個人情報の取扱いについてよくお読みになり、その内容に同意する場合は「個人情報の取扱いに同意する」欄に署名、押印願います。



	１　長野県/朝日村は、農業経営改善計画の認定に際して得た個人情報について、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）等に基づき、適正に管理し、本認定業務の実施のために利用します。
また、本認定業務に係る関係機関による事前協議のほか、人・農地プランの作成・見直し、農業委員会の委員の任命、農業協同組合の理事等の選任その他の経営改善等に資する取組に活用するため、必要最小限度内で、下記の関係機関へ提供する場合があります。
２　朝日村は、本計画の審査及び計画目標の達成に係る支援等を行うために、村が保有する農地情報、行政基本台帳等の必要な情報を閲覧し、利用する場合があります。その際の取り扱いは１に準じます。
	提供する情報の内容
	①認定農業者の氏名（法人にあっては名称及び代表者名）及び年齢、②住所、③計画の認定の有効期間、④計画の内容、⑤専門家からの助言等の内容　等

	情報を提供する関係機関
	国、都道府県、市町村、地域農業再生協議会、農業委員会ネットワーク機構、農業委員会、農業協同組合連合会、農業協同組合、土地改良区、農地利用改善団体、農地中間管理機構、普及指導センター、青年農業者等育成センター、株式会社日本政策金融公庫、独立行政法人農業者年金基金、農業経営相談所　松本農業農村支援センター　等



	個人情報の取扱いの確認

	「個人情報の取り扱い」に記載された内容について同意します。

令和　　2年○月×日

（名称・代表者）
氏名　朝日　太郎　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
共同申請の場合は、連名で記載







